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（証券コード７６２４）
令和 ７ 年 ５ 月 ２ 日

株 主 各 位
東京都北区昭和町二丁目１番11号

株式会社 ＮａＩＴＯ
取締役社長 坂 井 俊 司

第74期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第74期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し

上げます。
本総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウ

ェブサイトに「第74期定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載し
ております。

当社ウェブサイト
(https://www.naito.net/ir/library/meeting.html)

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
東京証券取引所ウェブサイト

(https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show)

上記ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索し、「基本
情報」「縦覧書類/ＰＲ情報」を順に選択の上、ご覧ください。

なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面により議決権を行使することができますので、お

手数ながら株主総会参考書類をご検討の上、令和７年５月19日（月曜日）午後５時45分までに議決権を行使して

くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
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記
１. 日 時 令和７年５月20日（火曜日）午前10時（受付開始 午前９時）

２. 場 所 東京都千代田区神田須田町一丁目25番 ＪＲ神田万世橋ビル ４階

ステーションコンファレンス万世橋 404

（末尾の定時株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３. 会議の目的事項

報 告 事 項 (1)第74期（令和６年３月１日から令和７年２月28日まで）

事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算

書類の監査結果報告の件

(2)第74期（令和６年３月１日から令和７年２月28日まで）

計算書類の内容報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 監査等委員以外の取締役５名選任の件

第３号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

以 上

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
○当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し

上げます。
○議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせ
ていただきます。

○電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきま
す。

○電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、書面交付請求をい
ただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。なお、監査等委員会及び会計監査人はこれ
らの事項も含めて監査を実施しております。
①連結計算書類の「連結注記表」
②計算書類の「個別注記表」

○お土産の配付はございません。
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インターネットによる議決権行使のご案内

インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項をご了承の上、行使していただ

きますようお願い申し上げます。

１．インターネットによる議決権行使は、ログインＱＲコードをスマートフォンで読み取り

いただくこと、又は、当社の指定する議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net）

をパソコン、スマートフォンなどからご利用いただくことによって可能です。

２．インターネットによる議決権行使は、令和７年５月19日（月曜日）の午後５時45分まで

に行使してくださいますようお願いいたします。

３．書面とインターネットにより二重に議決権を行使された場合は、インターネットによる

議決権行使を有効といたします。

４．インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効

といたします。

５．パスワードは、行使される方が株主様ご本人であることを確認する手段です。本総会終

了後まで保管願います。

なお、議決権行使コード及びパスワードは本総会に限り有効で、パスワードのご照会に

はお答えできませんのでご了承ください。

６．議決権行使ウェブサイトをご利用いただくために、プロバイダーへの接続料金及び通信

事業者への通信料金（電話料金等）が必要となる場合がありますが、これらの料金は株

主様のご負担となります。

操作方法に関するお問い合わせ先について

インターネットによる議決権行使に関するパソコン、スマートフォンなどの操作方法がご

不明な場合は、以下にお問い合わせください。

三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

電話番号 0120－652－031（受付時間 9：00～21：00）

以 上
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事 業 報 告

(令和６年３月１日から
令和７年２月28日まで)

１．企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度（令和６年３月１日～令和７年２月28日）における当社を取り巻く経済環

境は、全体として緩やかな回復基調であるものの、一部自動車メーカーの生産・出荷停止に

よる影響がみられたことや、原材料価格の高騰に起因するコスト負担増の要因により、先行

き不透明な状況で推移しました。

このような状況のもと、当社グループは「中期経営計画 Achieve2025（令和３年３月１

日～令和８年２月28日）」の４年目として重点施策を着実に実行するとともに、昨年度より

営業改革プロジェクトを発足、営業活動可視化への取り組みを通じ生産性向上に努めており

ます。昨年３月には、中部地方の一層のサービス向上を目的として岐阜事務所を新設しまし

た。また、時代やニーズに合った専門人財育成のために、５月より営業力強化の研修を開始

しました。昨秋には新たな事業機会の拡大と取引先等との関係構築拠点として、名古屋支店

の１階部分に「テクニカルセンター」を開設し、10月に開催されたJIMTOF2024（日本国際工

作機械見本市）に関連する「AFTER JIMTOF2024」と題した展示会・セミナーを12月に開催し

ました。海外拠点のあるベトナム・タイ・中国においては、中期経営計画の重点施策を着実

に実行し、事業拡大に努めました。

以上の結果、当連結会計年度における売上高は435億55百万円（前年同期比1.2％減）、営

業利益は４億64百万円（同8.1％減）、経常利益は５億２百万円（同9.0％減）、親会社株主に

帰属する当期純利益は３億14百万円（同9.1％減）となりました。

利益配分につきましては、企業体質の強化や将来の事業展開に備えて、内部留保の確保を

図りつつ、株主の皆様方への利益還元に努めることを基本としながら、業績の推移と今後の

経営環境等を勘案して、１株当たり配当額４円を予定しております。

株主の皆様におかれましては、今後一層のご支援とご協力を賜りますようお願い申し上げ

ます。
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次に、取扱商品別売上高の概要をご報告申し上げます。

取扱商品
分 類

第 73 期
(令和５年度)

第 74 期
(令和６年度) 前 年

同期比
（％）

備考

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

切削工具 21,444 48.7 21,552 49.5 0.5
特殊鋼工具
超硬工具
ダイヤモンド工具等

計 測 4,067 9.2 3,994 9.2 △1.8
計測機器
測定工具

産業機器・
工作機械等

18,551 42.1 18,008 41.3 △2.9
補用機器、制御機器
物流機器、機械工具
工作機械等

合 計 44,064 100.0 43,555 100.0 △1.2

(注) 1. 金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
2. 構成比及び前年同期比は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。

（切削工具）

主力取扱商品である切削工具につきましては、主力メーカーの販促企画や各種キャンペー

ンの着実な実行、当社オリジナルブランド「Victoryエンドミル」の拡販、新規取扱メーカ

ーとの取組強化・取引拡大、NICE-NET利用・EDI連携推進による利便性向上や在庫拡充によ

る品揃えを強化し、売上高は215億52百万円（前年同期比0.5％増）となりました。

（計測）

計測につきましては、地域の特質を考慮した展示会・セミナーの実施、省エネ・SDGsを意

識した商材の販売強化、測定工具・計測機器の拡販及び検査・校正ビジネスの拡大等に取り

組んだものの、売上高は39億94百万円（前年同期比1.8％減）となりました。

（産業機器・工作機械等）

産業機器・工作機械等につきましては、工作機械等設備の販売に努めるとともに、当社独

自の販促企画の実施、新規取扱メーカーの拡充、省エネ・SDGsを意識した商材の販売強化等

に取り組んだものの、売上高は180億８百万円（前年同期比2.9％減）となりました。
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(2) 対処すべき課題

当社グループは、令和３年度より「中期経営計画 Achieve2025」（令和３年３月１日～令

和８年２月28日）をスタートしました。この５か年においては、既存事業のシェア拡大を図

るとともに、デジタル技術を活用した受発注業務や物流業務等の自動化による生産性の向上

を図りつつ、物品販売からアフターサービスを行うオールインワン事業を確立し、お客様か

ら機械工具のソリューションパートナーとして頼られ選ばれる企業を目指していきます。

〔重点課題〕

オールインワン事業を展開する新たな卸の形態に変わる。

１．国内既存事業のシェア拡大及び収益力の向上

２．新規事業展開による事業規模の拡大

３．海外事業の推進

４．デジタル技術を活用した生産性の向上

５．時代に合わせた専門人財及び中核人財の育成
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(3) 財産及び損益の状況の推移

① 企業集団の財産及び損益の状況の推移

区 分
令和３年度
第71期

令和４年度
第72期

令和５年度
第73期

令和６年度
第74期

(当連結会計年度)

売 上 高 (百万円) 43,622 44,457 44,064 43,555

経 常 利 益 (百万円) 668 932 552 502

親会社株主に帰属する当期純利益 (百万円) 448 732 345 314

１株当たり当期純利益 (円) 8.19 13.38 6.31 5.74

純 資 産 額 (百万円) 12,222 12,663 12,826 12,911

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 223.19 231.25 234.22 235.77

総 資 産 額 (百万円) 17,174 17,187 17,779 17,226

(注) 1. 売上高、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益、純資産額並びに総資産額は、百万円未満を
切り捨てて表示しております。

2. １株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額は、小数点以下第３位を四捨五入して表示しており
ます。

3．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 令和２年３月31日）等を第72期の期首から適用
しており、第71期に係る財産及び損益については、当該会計基準等を遡って適用した後の金額とな
っております。

② 当社の財産及び損益の状況の推移

区 分
令和３年度
第71期

令和４年度
第72期

令和５年度
第73期

令和６年度
第74期（当期)

売 上 高 (百万円) 43,442 44,222 43,862 43,409

経 常 利 益 (百万円) 646 901 553 521

当 期 純 利 益 (百万円) 428 705 347 332

１株当たり当期純利益 (円) 7.83 12.89 6.35 6.06

純 資 産 額 (百万円) 12,101 12,557 12,687 12,796

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 220.98 229.31 231.69 233.68

総 資 産 額 (百万円) 17,041 17,076 17,631 17,096

(注) 1. 売上高、経常利益、当期純利益、純資産額並びに総資産額は、百万円未満を切り捨てて表示してお
ります。

2. １株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額は、小数点以下第３位を四捨五入して表示しており
ます。

3．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 令和２年３月31日）等を第72期の期首から適用
しており、第71期に係る財産及び損益については、当該会計基準等を遡って適用した後の金額とな
っております。
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(4) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

a. 親会社との関係

会 社 名 資 本 金
当社に対する
出 資 比 率

関 係 内 容

岡谷鋼機株式会社 91億28百万円 45.65％
役員兼任有、
物流センターの賃借、
商品の売買

b. 親会社等との間の取引に関する事項

当社は、親会社等との取引に関して、市場実勢価格や市場金利等を勘案して取引条件を

決定しておりますので妥当性はあると考えております。また、当社は、親会社と当社との

間で当社の重要な財務及び事業の方針等に関する契約等は締結しておらず、親会社と連携

を緊密にしながらも事業活動や経営判断においては、独立性を保持し、取締役会を中心と

した当社独自の意思決定を行っており、意思決定手続の正当性については問題ないものと

考えております。

② 重要な子会社の状況

該当事項はありません。

なお、重要な子会社には該当しませんが、NAITO VIETNAM CO.,LTD.を連結の範囲に含め

ております。また、子会社には該当しませんが、SOMAT Co.,Ltd.を持分法の範囲に含めて

おります。

(5) 主要な事業内容

当社は、切削工具、計測、産業機器、工作機械の販売を主な事業目的としております。そ

の売上高等は、「１．(1)事業の経過及びその成果『取扱商品別売上高の概要』」に記載のと

おりです。
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(6) 主要な事業所の状況

①本社 東京都北区
（本社建物建替え中のため、本社とは別に、その建替え期間中本社機能の主要部分を担う事業所
を東京都台東区に置いております。）

②支店・事務所

営業部 支店・事務所名（所在地）

北海道・東北 札幌支店（北海道札幌市） 東北支店（宮城県仙台市）

営業部 山形事務所（山形県山形市） 郡山事務所（福島県郡山市）

北東北事務所（岩手県盛岡市）

北関東営業部 北関東支店（群馬県太田市） 宇都宮事務所（栃木県宇都宮市）

新潟支店（新潟県新潟市） 信州支店（長野県上田市）

岡谷事務所（長野県岡谷市）

東京営業部 東京第一支店（東京都荒川区） 東京第二支店（東京都荒川区）

埼玉事務所（埼玉県桶川市） 勝田事務所（茨城県ひたちなか市）

西東京支店（神奈川県相模原市） 京浜事務所（東京都大田区）

静岡支店（静岡県静岡市）

中部営業部 名古屋第一支店（愛知県名古屋市） 名古屋第二支店（愛知県名古屋市）

四日市事務所（三重県四日市市） 岐阜事務所（岐阜県羽島郡）

安城支店（愛知県安城市） 浜松支店（静岡県浜松市）

北陸支店（石川県金沢市）

関西営業部 大阪第一支店（大阪府東大阪市） 神戸事務所（兵庫県明石市）

大阪第二支店（大阪府東大阪市） 京都支店（京都府京都市）

西部営業部 岡山支店（岡山県岡山市） 広島支店（広島県広島市）

九州支店（福岡県福岡市） 北九州事務所（福岡県北九州市）

（注）令和７年３月１日付で以下のとおり組織変更をしております。

・東京第一支店と東京第二支店を統合して「東京支店」に変更

・北陸支店を中部営業部から関西営業部管轄に変更
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③物流センター

物流センター名 所在地

東日本物流センター 群馬県太田市

西日本物流センター 大阪府東大阪市

中部物流センター 愛知県名古屋市

(7) 従業員の状況

① 企業集団の従業員の状況

従業員数 前年同期比増減

319名 11名減

② 当社の従業員の状況

従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

307名 ９名減 43.9歳 19.2年

(注) 平均年齢及び平均勤続年数は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。
従業員数には、臨時従業員(パートタイマー、派遣社員)47名(年間平均雇用人員、１日８時間換算)及び
出向者６名は含まれておりません。

(8) 主要な借入先

借 入 先
借入額

（百万円）

株式会社みずほ銀行 23

株式会社りそな銀行 20

株式会社三井住友銀行 18

三井住友信託銀行株式会社 7

株式会社常陽銀行 5
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２．会社の株式に関する事項
(1) 発行済株式の総数 54,789,510株（自己株式数28,280株を含む。）

(2) 株主数 7,177名

(3) 上位10名の株主

株主名 持株数（株） 持株比率

岡谷鋼機株式会社 25,000,000 45.65％

株式会社タンガロイ 2,824,960 5.15％

ユニオンツール株式会社 2,820,800 5.15％

ＮａＩＴＯ取引先持株会 2,214,700 4.04％

京セラ株式会社 2,080,000 3.79％

株式会社不二越 1,433,900 2.61％

日東工器株式会社 1,406,300 2.56％

ＢＩＧ ＤＡＩＳＨＯＷＡ株式会社 1,405,300 2.56％

ＳＭＣ株式会社 1,073,800 1.96％

楽天証券株式会社 943,800 1.72％

(注) 持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
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３．会社役員に関する事項
(1) 取締役の氏名等

氏 名 地位及び担当 重要な兼職の状況

坂 井 俊 司 取締役社長

徳 田 信 幸 取締役 営業本部長

中 島 徹 取締役 営業副本部長

伊 藤 潤 取締役 管理部門担当

加 藤 圭 太 取締役
岡谷鋼機株式会社
名古屋本店メカトロ本部長
兼 新事業推進部長

友 松 達 詞 取締役
岡谷鋼機株式会社
東京本店経理部長 兼 東京秘書室長

川 津 邦 男 取締役（監査等委員）

渡 邉 光 誠 取締役（監査等委員）
東京富士法律事務所 パートナー
東亜建設工業株式会社 社外取締役

川 島 亜 記 取締役（監査等委員） 島田法律事務所 パートナー

(注) 1. 令和６年５月21日開催の第73期定時株主総会において、友松達詞及び川津邦男の両氏が取締役に新
たに選任され、就任いたしました。

2. 河村元志及び遠藤孝之の両氏は、令和６年５月21日開催の第73期定時株主総会終結の時をもって、
任期満了により取締役を退任いたしました。

3. 取締役渡邉光誠及び川島亜記の両氏は、社外取締役です。
4. 監査等委員会の監査・監督機能を強化するため、情報収集その他監査の実効性を高めるべく、常勤

の監査等委員を選定しております。
5. 渡邉光誠及び川島亜記の両氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所

に届け出ています。
6. 当社は、全ての取締役を被保険者として会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契

約を締結し、被保険者の職務執行に起因する行為によって損害賠償請求がなされた場合に被保険者
が被り得る法律上の損害賠償金及び訴訟費用等の損害を填補することとしております。なお、当該
契約の保険料は全額当社が負担しております。
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(2) 責任限定契約の内容の概要

当社と非業務執行取締役（常勤の監査等委員である取締役は除く。）は、会社法第423条第

１項の賠償責任について、その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がなかったときは、

その責任の限度額を会社法第425条第１項に定める最低責任限度額とする旨の責任限定契約

を締結しております。

(3) 取締役の報酬等の額

① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針を以下のとおり定

めております。なお、当該方針は、取締役会の決議により決定しております。

・取締役の個人別の報酬額（固定報酬・業績連動報酬等）又はその算定方法の決定方針

監査等委員以外の取締役の報酬は、毎月支給される月例報酬及び退職時に支給される役

員退職慰労金により構成する。

月例報酬は、基本年俸・加算額の合計額を12等分して支給することとし、取締役会にて

決定した役員報酬制度に基づき、毎年６月に、役位に応じて基本年俸を、役位別に、前年

度の経常損益、経常利益改善額及びあらかじめ定めた取組課題の達成状況を勘案して加算

額を、それぞれ決定する。基本年俸と加算額の割合は定めないが、加算額は最大で基本年

俸の85～94％程度となる。

役員退職慰労金は、取締役会にて決定した役員退職慰労金規程に基づき、役位及び役位

別在任年数に応じて決定し、株主総会決議後２か月以内に支給する。

・取締役の個人別の報酬等の内容についての決定方法

監査等委員以外の取締役の月例報酬については、取締役会から一任された取締役社長

が、株主総会で決定された報酬等の限度内において上記方針に基づき決定する。

監査等委員である取締役の月例報酬については、株主総会で決定された報酬等の限度内

において監査等委員である取締役の協議により決定する。

監査等委員以外の取締役の役員退職慰労金は、役員退職慰労金規程に基づき、株主総会

決議及び取締役会決議により決定する。

監査等委員である取締役の役員退職慰労金は、役員退職慰労金規程に基づき、株主総会

決議及び監査等委員である取締役の協議により決定する。
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・その他取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する重要な事項

当社の業績が、実施計画に対して、大幅に達成（又は大幅に未達成）となった場合、そ

の他特別に考慮すべき事態が起こった場合に、監査等委員以外の取締役の報酬について、

取締役社長が特別加算（減算）を決定し実施できるものとする。また、当社業績が著しく

低迷した場合、社会的責任を問われる事態が発生した場合等には、取締役会において、当

該事態に責任を有する監査等委員以外の取締役の報酬を減額する措置をとることがある。

監査等委員以外の取締役が、不正・違反行為等により解任された場合又は退任後に会社

に損害を与える恐れがある場合、役員退職慰労金を減額又は不支給とすることがある。

② 取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

取締役の報酬等の額は、平成28年５月24日開催の第65期定時株主総会において、監査等

委員以外の取締役の報酬等については年額１億85百万円以内（同決議日時点の員数は７

名）、監査等委員である取締役の報酬等については年額40百万円以内（同決議日時点の員

数は３名）と決議されております。

③ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

当社においては、令和６年５月21日の取締役会の決議に基づき委任された取締役社長

坂井俊司が各監査等委員以外の取締役の報酬等の額を決定しております。取締役社長に委

任した理由は、当社グループ全体の業績を俯瞰しつつ各監査等委員以外の取締役の担当や

職責の評価を行うには取締役社長が最も適しているためです。委任された取締役社長は、

報酬決定プロセスの公平性・客観性・透明性を確保するために、当該報酬案を監査等委員

会に提示し、特に問題が無ければ決定しております。

取締役会は、当該権限が取締役社長によって適切に行使されるようにするための措置を

講じており、当該手続きを経て取締役の個人別の報酬額が決定されていることから、取締

役会はその内容が決定方針に沿うものであると判断しております。
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④ 取締役の報酬等の額

役員区分
報酬等の
総額

(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円)
対象となる
役員の員数

(人)固定報酬
業績連動
報酬

役員退職
慰労引当
金繰入額

取締役(監査等委員除く)

(うち社外取締役)
58
(－)

33
(－)

18
(－)

6
(－)

4
(－)

監査等委員
(うち社外取締役)

18
( 7)

17
( 7)

－
(－)

1
(－)

4
( 2)

⑤ 業績連動報酬等に関する事項

監査等委員以外の取締役の報酬は、当社の業績と一定の連動性を持たせるために、主と

して本業の経営成績を示す前年度の経常損益及び経常利益改善額並びにあらかじめ定めた

取組課題の達成状況を指標として、役位別に定められた基本年俸への加算額を定めて支給

しております。なお、当事業年度を含む経常利益の推移は、１．(3) 財産及び損益の状況

の推移に記載のとおりです。

⑥ 非金銭報酬等の内容

該当事項はありません。
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(4) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職先と当社との関係

区 分 氏 名 兼職状況 当社との関係

社外取締役
（監査等委員）

渡 邉 光 誠
東京富士法律事務所 パートナー

該当なし
東亜建設工業株式会社 社外取締役

川 島 亜 記 島田法律事務所 パートナー 該当なし

② 当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社外取締役
（監査等委員）

渡 邉 光 誠

取締役会12回全て、監査等委員会13回全てに出席し、当社の経営課題等に
ついて弁護士としての専門的知識・経験と幅広い見識から必要に応じて意
見を述べ、意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っ
ております。

川 島 亜 記

取締役会12回全て、監査等委員会13回全てに出席し、当社の経営課題等に
ついて弁護士としての専門的知識・経験と幅広い見識から必要に応じて意
見を述べ、意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っ
ております。
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４．会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

区 分 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 21百万円

当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 21百万円

(注) 1. 監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、
会計監査人の監査の実施状況、監査計画及び報酬見積の相当性などを確認し、検討した結果、会計
監査人の報酬につき会社法第399条第１項の同意を行っております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法監査と金融商品取引法監査の監査報酬等の額
を区分指定しておらず、実質的にも区分できないため、これらの合計額を記載しております。なお、
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

3. 当社の海外子会社につきましては、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けております。

(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断し

た場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いた

します。

また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める事由に該当する

と認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この

場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、

会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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５. 業務の適正を確保するための体制
当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、内部統制システムに関する基本方針を以下

のとおり定めております。

(1) 取締役・使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

① 当社は、取締役、社員を含めた企業としての果たすべき役割を定めた企業行動憲章に

おいて関係法令・国際ルールの遵守をうたっており、その周知徹底を図っています。

また、社員に対しては、社員行動規準を定め、各人がこれを日常的に実践すること及

び法令・社内諸規程等の遵守を継続的に啓発しています。

② 法務審査室をコンプライアンス統括部署とし、法令・社内諸規程等の遵守体制の整備

を図るとともに、教育・研修を通じて関係部署に対しコンプライアンスに関する啓発

を行っています。

③ 当社は監査等委員会設置会社であり、監査等委員会は、取締役の職務執行について法

令・定款及び監査等委員会規程に従い、監査等委員会が定める監査方針・業務分担等

により監査を行っています。

④ 内部監査部門として、社長直轄組織である内部監査室を設置し、内部監査規程に従い

監査を実施し、監査結果を社長に報告しています。

⑤ 金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制については、財務報告に係る内部統

制の基本方針に基づき、内部監査室が内部統制の評価を行い、評価結果を社長に報告

しています。また、内部統制の整備・運用の全社的な推進・調整等を行う内部統制推

進委員会を設置し、社長からの指示を受け継続的に改善等を行っています。

⑥ 企業行動憲章、法令、社内諸規程及びそのほかコンプライアンスに著しく反する行為

の社内通報システムとして、人事総務室及び法務審査室内に企業倫理相談窓口を設置

し通報に対応しています。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

① 取締役会議事録は取締役会規程に基づき事務局が適切かつ確実に永久保存し、10年間

は備え置くものとしています。

② その他取締役の職務の執行に係る文書については、文書管理規程に基づき適正な保

存・管理を図るとともに、取締役・監査等委員会が必要に応じて閲覧できる体制とし

ています。
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(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 「リスク管理規程」を制定し、様々なリスクに対して的確な管理・実践ができる体制

を整備しています。

② 法務審査室は、各部門と連携し企業をとりまく様々なリスクに対応する体制を整備し

ています。

③ 当社は経営成績、財政状態、株価等に重要な影響を及ぼす可能性のあるリスクとして

以下のa～eのリスクを認識し、法務審査室においてその対応部署を定めるとともに、

毎年リスクの見直しを行っています。

a. 事業環境変動によるリスク

b. 金利変動によるリスク

c. 取引先与信のリスク

d. 商品在庫に関するリスク

e. 災害・事故等によるリスク

④ 対応部署は、必要に応じて規程・細則・マニュアルの新設・改廃や教育・啓発を行

い、リスクが顕在化した場合の影響を最小限にとどめる体制を整えています。

⑤ 緊急事態が発生した場合には、当該部署責任者は取締役会、経営会議、人事総務室及

び法務審査室へ報告するとともに、対策を検討し実行します。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 取締役会については、法令・定款のほか取締役会規程に基づきその適切な運営を確保

しています。

② 取締役会は毎月１回開催することを原則とし、必要に応じて臨時に開催の上、会社の

業務執行の決定や取締役の職務執行の監督等を行っています。

③ 経営会議は、経営会議規程に基づき毎月１回開催することを原則とし、取締役会の管

理統制のもと職務権限に基づき迅速な業務執行の具体策の決定を行っています。

④ 取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、職務分掌規程及び職務権限

規程を定め、それぞれの業務の担当区分・責任者・執行手続を明確にしています。

(5) 当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正性を確保するた

めの体制

① 当社及び子会社は、親会社において定めている関係会社管理・運営規程に基づき、当

社を管理主管する親会社の担当部署の統括・管理・支援・指導を受けています。
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② 当社及び子会社の経営に関する重要事項については、当社及び親会社の職務権限規程

並びに親会社の関連諸規程に基づき、親会社への報告を行っています。

③ 定期的に開催されるグループ会社社長会議等において、経営課題等の討議を行うとと

もに相互連携の強化や情報の共有化を図っています。また、監査体制として、当社監

査等委員会監査の他、親会社の業務分掌規程に基づく同監査部による監査を受け、業

務の適正化の確保・向上に努めています。

④ 当社及び子会社は、必要に応じて親会社の監査役による調査を受けています。

(6) 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、当該取締役及び使用

人の他の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項並びに

当該取締役及び使用人に対する監査等委員会の指示の実効性の確保に関する事項

① 監査等委員会から要求があった場合、監査等委員会の職務を補助すべき使用人を置く

ものとしています。

② 監査等委員会の職務を補助すべき使用人は、監査等委員会の指揮命令下で職務を行い

ます。

③ 監査等委員会の職務を補助すべき使用人の人事異動、人事考課及び賞罰などについて

は、監査等委員会と事前に協議することとしています。

(7) 当社及び子会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員

会に報告するための体制その他の監査等委員会への報告に関する体制及び監査等委員会

の監査が実効的に行われることを確保するための体制、監査等委員会へ報告をしたこと

を理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

① 取締役及び使用人は業務執行に際し、職務権限規程に従い重要事項については監査等

委員会に報告しています。

② 下記の事象が発生した場合は、当社及び子会社の関係取締役及び当該部署責任者は監

査等委員会へ報告します。

a. 当社及び当社グループに重要な損害を及ぼすおそれのある事実

b. 重大な不正行為

c. 法令・定款に違反する重大な事実

d. 企業倫理相談窓口の相談内容のうち重要と判断したもの

前記に関わらず、監査等委員会はいつでも必要に応じて、当社及び子会社の取締役及

び使用人に報告を求めることができるものとしています。

なお、当社及び子会社は、これらの報告を行った者が不利益な取扱いを受けないよう

確保します。
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(8) その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 監査等委員会及び内部監査室は、相互に適時適切な情報伝達と意見交換を行い、適正

かつ効率的な監査を行っています。

② 監査等委員会は監査結果等について直接社長に報告し、意見交換等を行っています。

③ 監査等委員会が、必要に応じて公認会計士及び弁護士等の外部の専門家に相談をした

場合の費用、その他の監査等委員会の職務の執行に伴い生ずる費用は当社が負担しま

す。

(9) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び整備状況

① 当社は、企業行動憲章の定めのとおり、市民生活の秩序や安全に脅威を与え、健全な

社会生活の発展を妨げる反社会的勢力及び団体に対しては決して関係は持たず、毅然

たる態度で対応します。

② 反社会的勢力及び団体に対する対応部署を人事総務室及び法務審査室とし、社内関係

部署及び所轄警察署や顧問弁護士等外部機関との協力関係の整備を図っています。

2025年04月16日 16時07分 $FOLDER; 22ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



― 22 ―

６. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりで

あります。

① 取締役の職務執行

当社は、取締役会及び経営会議をそれぞれ原則毎月１回開催しております。業務執行

に係る重要案件については、取締役会への上程前に経営会議で審議することにより、取

締役の職務執行の適正性・効率性を図っております。なお、当事業年度につきまして

は、取締役会を12回、経営会議を23回開催しております。

② コンプライアンス体制

当社は、企業行動憲章に基づき、取締役及び社員に対し、その階層に応じて必要なコ

ンプライアンスについて、社内での教育及び会議体での説明等を行い、法令・社内諸規

程等を遵守するための取り組みを継続的に行っております。また、企業倫理相談窓口規

程により相談・通報体制を設けており、コンプライアンスの実効性向上に努めておりま

す。

③ リスク管理体制

当社は、内部統制推進委員会を中心として、リスク発生の未然防止及びリスク管理に

取り組む体制を構築しております。毎年リスクの見直しを行い、企業を取り巻く様々な

リスクに対応できるよう社内諸規程等の整備や啓発活動を進めております。なお、当事

業年度につきましては、内部統制推進委員会を４回開催しております。

④ グループ管理体制

当社グループの経営に関する重要事項については、職務権限規程に基づき管理を行っ

ております。また、適宜会議等を開催し、財務状況及び業務執行状況の報告を受け、討

議を行っております。

⑤ 監査等委員会の職務執行

業務執行に係る重要事項については、監査等委員は取締役会及び経営会議など重要な

会議に参加するとともに、必要に応じて適宜意見を述べております。また、職務権限規

程に基づく申請書の閲覧・確認等により監査等委員会に対する報告体制は整備されてお

ります。

監査等委員は、内部監査室と適時・適切な情報交換をしており、適正かつ効率的な監

査とすべく、監査計画に基づく監査を実施しております。また、社長及び会計監査人と

の面談も定期的に実施しており、必要に応じて適宜意見交換も行っております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（令和７年２月28日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 14,207 流 動 負 債 4,158

現 金 及 び 預 金 113 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 3,236

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 6,535 短 期 借 入 金 73

電 子 記 録 債 権 2,321 未 払 法 人 税 等 162

棚 卸 資 産 4,874 賞 与 引 当 金 185

そ の 他 363 そ の 他 500

貸 倒 引 当 金 △0 固 定 負 債 156

固 定 資 産 3,018 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 57

有 形 固 定 資 産 288 退 職 給 付 に 係 る 負 債 0

建 物 及 び 構 築 物 64 資 産 除 去 債 務 26

工 具、 器 具 及 び 備 品 141 そ の 他 71

土 地 40 負 債 合 計 4,315

そ の 他 43 純 資 産 の 部

無 形 固 定 資 産 659 株 主 資 本 12,858

ソ フ ト ウ エ ア 570 資 本 金 2,291

そ の 他 89 資 本 剰 余 金 2,285

投 資 そ の 他 の 資 産 2,069 利 益 剰 余 金 8,292

投 資 有 価 証 券 284 自 己 株 式 △10

退 職 給 付 に 係 る 資 産 86 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 52

差 入 保 証 金 1,534 その他有価証券評価差額金 4

繰 延 税 金 資 産 145 為 替 換 算 調 整 勘 定 50

そ の 他 28 退職給付に係る調整累計額 △2

貸 倒 引 当 金 △9 純 資 産 合 計 12,911

資 産 合 計 17,226 負 債 純 資 産 合 計 17,226
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連 結 損 益 計 算 書

(令和６年３月１日から
令和７年２月28日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 43,555

売 上 原 価 38,264

売 上 総 利 益 5,291

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,827

営 業 利 益 464

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 14

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 18

為 替 差 益 4

そ の 他 11 49

営 業 外 費 用

支 払 利 息 6

固 定 資 産 除 却 損 1

解 約 違 約 金 1

そ の 他 1 10

経 常 利 益 502

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 502

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 214

法 人 税 等 調 整 額 △25 188

当 期 純 利 益 314

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 314
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連結株主資本等変動計算書

(令和６年３月１日から
令和７年２月28日まで)

（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 2,291 2,285 8,197 △10 12,763

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △219 △219

親会社株主に帰属する当期純利益 314 314

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 95 95

当 期 末 残 高 2,291 2,285 8,292 △10 12,858

その他の包括利益累計額

純資産
合計

その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整
累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 8 48 6 62 12,826

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △219

親会社株主に帰属する当期純利益 314

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△4 2 △8 △10 △10

連結会計年度中の変動額合計 △4 2 △8 △10 84

当 期 末 残 高 4 50 △2 52 12,911
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貸 借 対 照 表
（令和７年２月28日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 14,140 流 動 負 債 4,144

現 金 及 び 預 金 93 買 掛 金 3,225

受 取 手 形 1,037 短 期 借 入 金 73

電 子 記 録 債 権 2,321 未 払 金 282

売 掛 金 5,486 未 払 法 人 税 等 162

棚 卸 資 産 4,864 賞 与 引 当 金 185

そ の 他 338 そ の 他 215

貸 倒 引 当 金 △0 固 定 負 債 155

固 定 資 産 2,955 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 57

有 形 固 定 資 産 286 資 産 除 去 債 務 26

建 物 及 び 構 築 物 64 そ の 他 71

工 具、 器 具 及 び 備 品 140

土 地 40

そ の 他 40 負 債 合 計 4,299

無 形 固 定 資 産 659 純 資 産 の 部

ソ フ ト ウ エ ア 570 株 主 資 本 12,792

そ の 他 89 資 本 金 2,291

投 資 そ の 他 の 資 産 2,009 資 本 剰 余 金 2,285

投 資 有 価 証 券 140 資 本 準 備 金 2,285

関 係 会 社 株 式 81 利 益 剰 余 金 8,226

出 資 金 16 そ の 他 利 益 剰 余 金 8,226

前 払 年 金 費 用 89 別 途 積 立 金 4,000

差 入 保 証 金 1,532 繰 越 利 益 剰 余 金 4,226

破 産 更 生 債 権 等 4 自 己 株 式 △10

繰 延 税 金 資 産 146 評 価 ・ 換 算 差 額 等 4

そ の 他 7 その他有価証券評価差額金 4

貸 倒 引 当 金 △9 純 資 産 合 計 12,796

資 産 合 計 17,096 負 債 純 資 産 合 計 17,096

2025年04月16日 16時07分 $FOLDER; 27ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



― 27 ―

損 益 計 算 書

(令和６年３月１日から
令和７年２月28日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 43,409

売 上 原 価 38,171

売 上 総 利 益 5,238

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,752

営 業 利 益 485

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 31

為 替 差 益 3

そ の 他 11 45

営 業 外 費 用

支 払 利 息 6

固 定 資 産 除 却 損 1

解 約 違 約 金 1

そ の 他 0 10

経 常 利 益 521

税 引 前 当 期 純 利 益 521

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 214

法 人 税 等 調 整 額 △25 188

当 期 純 利 益 332
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株主資本等変動計算書

(令和６年３月１日から
令和７年２月28日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
資本剰余金

合計

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 2,291 2,285 2,285 4,000 4,113 8,113

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △219 △219

当 期 純 利 益 332 332

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 113 113

当 期 末 残 高 2,291 2,285 2,285 4,000 4,226 8,226

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △10 12,679 8 8 12,687

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △219 △219

当 期 純 利 益 332 332

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

△4 △4 △4

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 113 △4 △4 108

当 期 末 残 高 △10 12,792 4 4 12,796
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

令和７年４月10日
株式会社ＮａＩＴＯ

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

名古屋事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 楠 元 宏

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 川 口 真 樹

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ＮａＩＴＯの令和６年３月１日から令和７年２月28日までの連

結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監
査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社Ｎａ
ＩＴＯ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に
表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法

人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する
規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。

また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に
対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結
計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違
以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが
求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判
断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評
価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に
は当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないか

どうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽
表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると
合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断
を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実
施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注
記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企
業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の
前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重
要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求
められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとと
もに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正
に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するため
に、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含
む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独
立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能
な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

令和７年４月10日
株式会社ＮａＩＴＯ

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

名古屋事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 楠 元 宏

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 川 口 真 樹

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ＮａＩＴＯの令和６年３月１日から令和７年２月28日ま

での第74期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細
書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等
に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法

人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規
定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。

また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対
して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書
類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外
にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが
求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には
当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど

うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断
を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実
施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際
して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注
記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業
の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前
提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められて
いる。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と
して存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示
しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含
む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独
立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能
な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書

監 査 報 告 書

当監査等委員会は、令和６年３月１日から令和７年２月28日までの第74期事業年度における取締役の職務の執行を監査いたしま
した。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づ

き整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告
を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。

① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部監査室と連携の上、重要な会議に出席し、取締役
及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、
本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及
び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正
に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」等
に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報

告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
④ 事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当たり当社の利益を害さないように留意した

事項及び当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由について、指摘すべき事項
は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

令和７年４月14日

株式会社 ＮａＩＴＯ 監査等委員会

常勤監査等委員 川 津 邦 男 ㊞

監査等委員 渡 邉 光 誠 ㊞

監査等委員 川 島 亜 記 ㊞
(注) 監査等委員渡邉光誠及び川島亜記は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金処分の件

剰余金の処分につきましては、次のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

第74期の配当につきましては、当期の業績と今後の経営環境を勘案して以下のとおりといた

したいと存じます。

(1) 配当財産の種類

金銭

(2) 株主に対する配当財産の割り当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金４円 総額 219,044,920円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

令和７年５月21日

第２号議案 監査等委員以外の取締役５名選任の件

監査等委員以外の取締役６名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきま

しては、監査等委員以外の取締役５名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案に関しましては、監査等委員会から異議のない旨の意見を得ております。

監査等委員以外の取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当社株式の数

１

坂
さか

井
い

俊
しゅん

司
じ

(昭和38年12月23日生)

昭和62年４月 岡谷鋼機㈱入社

7,100株

平成22年３月 同社東京本店メカトロ部長

平成26年４月 当社顧問

平成26年５月 当社取締役社長就任（現任）

令和２年５月 岡谷鋼機㈱取締役就任

＜選任理由＞

平成26年より当社取締役社長を務めており、事業活動における豊富な経験と知識を活かし、経営トッ

プとして企業経営を担える人財と判断したことから、引き続き取締役候補者としております。
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候補者
番号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当社株式の数

２

徳
とく

田
だ

信
のぶ

幸
ゆき

(昭和34年12月13日生)

昭和57年４月 当社入社

14,800株

平成19年３月 当社西部営業部長

平成22年５月 当社取締役就任

平成24年９月 当社取締役営業本部長

令和７年３月 当社取締役営業統括本部

兼 営業管理本部 営業企画部担当（現任）

＜選任理由＞

当社営業部門における豊富な経験と知識を活かし、当社グループの事業拡大に向け、強いリーダーシ

ップを発揮できる人材と判断したことから、引き続き取締役候補者としております。

３

伊
い

藤
とう

潤
じゅん

(昭和34年２月19日生)

昭和56年４月 当社入社

10,400株

平成19年３月 当社中部営業部副部長

平成26年３月 当社管理部長

平成30年５月 当社取締役就任

令和５年３月 当社取締役管理部門担当

令和７年３月 当社取締役管理本部

兼 営業管理本部 商品管理部担当（現任)

＜選任理由＞

当社管理部門及び営業部門における豊富な経験と知識を活かし、当社グループの内部統制の強化や企

業価値向上を図ることができる人材と判断したことから、引き続き取締役候補者としております。

４

加
か

藤
とう

圭
けい

太
た

(昭和50年１月22日生)

平成９年４月 岡谷鋼機㈱入社

0株

平成24年３月 Siam Okaya Machine & Tool Co.,Ltd.
（現 SOMAT Co.,Ltd.）社長

令和３年３月 岡谷鋼機㈱名古屋メカトロ部長
令和４年11月 同社名古屋本店メカトロ本部長

兼 新事業推進部長（現任）
令和５年５月 当社非常勤取締役就任（現任）

＜選任理由＞

親会社の産業資材部門に関する国内外の幅広い経験と知識を活かし、当社グループの活性化を図れる

人材と判断したことから、引き続き取締役候補者としております。
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候補者
番号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当社株式の数

５

友
とも

松
まつ

達
たつ

詞
し

(昭和46年４月30日生)

平成６年４月 岡谷鋼機㈱入社

0株

平成26年５月 上海岡谷鋼機有限公司総経理
平成27年５月 岡谷コンサルタント㈱取締役社長
令和３年４月 岡谷鋼機㈱東京本店経理部長

兼 東京秘書室長（現任）
令和６年５月 当社非常勤取締役就任（現任）

＜選任理由＞

親会社の経理部門に関する幅広い経験と知識を活かし、当社グループの活性化を図れる人材と判断し

たことから、引き続き取締役候補者としております。

(注) 1.各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2.当社は、非業務執行取締役との間で会社法第423条第１項の賠償責任について、その職務を行うにつき
善意でかつ重大な過失がなかったときは、その責任の限度額を会社法第425条第１項に定める最低責任
限度額とする旨の責任限定契約を締結しております。なお、非業務執行取締役である候補者加藤圭太
及び友松達詞の両氏の選任が承認された場合には、当該契約を継続する予定です。

3.当社は、全ての取締役を被保険者として役員等賠償責任保険契約を締結しております。当該保険契約
により、被保険者の職務執行に起因する行為によって損害賠償請求がなされた場合に被保険者が被り
得る法律上の損害賠償金及び訴訟費用等の損害を填補することとしております。なお、各候補者が就
任した場合は、当該保険契約の被保険者となり、任期途中に当該保険契約を更新する予定です。

第３号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

本総会終結の時をもって監査等委員以外の取締役を退任される中島徹氏に対し、その在任中の労に報いるた

め、当社における一定の基準に従い、相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈することとし、その具体的金額、贈

呈の時期、方法等は取締役会にご一任願いたいと存じます。本議案は、取締役会が決定した取締役の個人別の

報酬等の内容についての決定に関する方針（事業報告３．(3)取締役の報酬等の額 13～14頁参照）に基づい

て支給するものであるため、相当であります。

なお、監査等委員会から本議案について特段指摘すべき事項は無い旨の意見を受けております。

退任する監査等委員以外の取締役の略歴は、次のとおりです。

氏 名 略 歴

中
なか

島
じま

徹
とおる

平成21年５月 当社取締役就任 現在に至る

以 上
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●交通のご案内
Ｊ Ｒ 「秋葉原駅」 電気街口徒歩４分

「御茶ノ水駅」 聖橋口徒歩６分
「神田駅」 北口徒歩６分

東京メトロ 「丸ノ内線淡路町駅」 Ａ３出口徒歩３分
「銀座線神田駅」 ６番出口徒歩２分

秋葉原駅

都営新宿線小川町駅

警察署

PREMIUM神田
ドーミーイン

御茶ノ水駅

神
田
駅

千
代
田
線

新
御
茶
ノ
水
駅

丸
ノ
内
線
淡
路
町
駅

銀
座
線
神
田
駅

Ａ３

電気街口

６番出口
須田町

昌平橋

神田郵便局前

小川町

聖橋口

北口

Ａ２

神田川

Ａ４

Ａ５

御茶ノ水
ソラシティ

新御茶ノ水
駅前郵便局

至上野

至東京

至新宿

至千葉

神田
郵便局

セブン
イレブン

JR神田万世橋ビル

定時株主総会会場ご案内図

東京都千代田区神田須田町一丁目25番

ＪＲ神田万世橋ビル ４階

ステーションコンファレンス万世橋 404

電話 03-6859-8200

2025年04月16日 16時07分 $FOLDER; 38ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）


